	会　議　録

１．会議の名称　　　　第６４回熊取町原子力問題対策協議会

２．開催日時　　　　　平成３０年３月１６日（金）午後１時３０分から

３．開催場所　　　　　熊取町役場　北館３階　大会議室

４．議題　　　　　  　案件（１）役員選出について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　案件（２）京都大学原子炉実験所の環境放射線モニタリング項目の変更について

案件（３）京都大学原子炉実験所の現状報告について

　　　　　　　　　　　案件（４）原子燃料工業株式会社熊取事業所の現状報告について

　　　　　　　　　案件（５）その他　

５．公開・非公開の別　全部公開

６．傍聴者数　　　　　０人

７．審議等の概要　　　案件（１）役員選出について

　　　　　　　　　　　・欠員となっていた委員長に、委員の互選により自治会連合会会長の鈴木益久氏が選出されました。

　　　　　　　　　　　案件（２）京都大学原子炉実験所の環境放射線モニタリング項目の変更について

　　　　　　　　　　　・高橋放射線管理部長から配付資料に基づき、協議事項についての説明があり、了承されました。

【説明内容】

・熊取町と京都大学原子炉実験所との間で、昭和５２年１１月１日付けで締結した、「原子炉施設及びその周辺住民の安全確保に関する協定書」第３条及び「覚書」第３条の規定に基づく環境放射線モニタリングの項目について、近年の川や池、その周辺環境の状況等の変化に対応するため、一部の測定場所を変更したい。具体的には、陸水（表層水）・底質の試料が採取困難になってきている一部の場所として、陸水（表層水）の試料採取場所である雨山川・五門を雨山川・大久保集会所に、底質の試料採取場所である雨山川・五門を雨山川・大久保集会所に、見出川・七山を住吉川・熊取歴史公園に、貝塚・永寿池を貝塚・水間公園に変更したいと考えている。また、平成３０年４月１日付けで京都大学原子炉実験所の組織名称が変更になるため、該当の測定場所名称との整合を図る変更を行いたいとの説明がありました。

案件（３）京都大学原子炉実験所の現状報告について
・京都大学各担当者から配付資料に基づき、次のとおり説明が行われ、質疑応答を経て了承されました。

【説明内容】

１．京都大学研究用原子炉（ＫＵＲ）等の状況について

①ＫＵＲ（kyouto University Research Reactor)は、平成２６年５月２６日から施設定期検査期間中となり、この期間中に新規制基準（原子力規制委員会により平成２５年１２月１８日付けで施行された試験研究用等原子炉施設の新規制基準）に対応するため、運転を停止しておりましたが、昨年８月２５日付けで施設定期検査の合格証が交付され、翌週の８月２９日より３年３ヶ月ぶりに利用運転を開始され、今年度の利用運転は２月１５日で終了し、現在、年１回の施設定期点検期間に入ったこと、また、今年度のホウ素中性子補足療法による医療照射の実施件数は３７件であったこと等の説明がありました。

②今年の１月に平成３０年度の共同利用研究の申請課題の審査を行った結果、採択件数は２４４件で、研究炉の運転再開を受け、研究炉を利用した採択課題については、昨年から増加し、専門研究会９件、ワークショップ１件も採択した旨の報告がありました。

２．京都大学臨界集合装置（ＫＵＣＡ）で使用する燃料変更に伴う原子炉設置変更承認申請等の状況について

・一昨年の春に開催しました核セキュリティ・サミットにて、日米合意されましたＫＵＣＡ（kyouto University Critical Assembly)で使用されている高濃縮ウラン燃料の米国への撤去及びＫＵＣＡの低濃縮化への対応について、昨年７月２６日の本協議会で協議した「ＫＵＣＡで使用する燃料変更に伴う原子炉設置変更承認申請」について、現在、申請書類の作成等を進めているとの説明があり、また、ＫＵＣＡの高濃縮ウラン燃料の撤去については、現在、日米政府関係機関にて実施に向けた方針や計画の協議等が行われているところであり、今年の夏頃に輸送開始時期・輸送方法等の方針が決定予定である旨報告がありました。

３．原子炉施設のトラブル事象について

①京都大学臨界集合体実験装置（ＫＵＣＡ）スタックダストモニタのろ紙送りの不調について

・昨年８月２５日にＫＵＣＡのスタック（排気口）に設置されているダストモニタのろ紙の定期交換を実施しようとしたところ、前回（４ヶ月前）に交換したろ紙が動いていなかったことが判明し、原因としてろ紙交換時の作業方法に問題があったため、再発防止策等について、原子力規制庁との面談で確認を受け、熊取町他関係機関へ報告へ報告を行った。なお、本事象による放射能漏れや周辺環境への影響や、所員の被ばくもなかったが、放射線管理機器を正常に維持するための点検が不十分であったことから、第２四半期分の保安検査で「保安規定違反（監視）」との判定を受けた旨の報告がありました。

②重水熱中性子実験装置からの重水漏えいについて

・昨年９月２０日にＫＵＲの付帯設備である重水熱中性子実験設備のトリチウムモニタの警報が発生し、警報がノイズ等の一時的な変化ではなかったことから、トリチウムを含む重水が漏えいしている可能性があるとの判断で、ＫＵＲ炉室の換気を停止し、炉室内での作業員の汚染検査の後に退去させたとの報告がありました。当日はＫＵＲは停止中であり、その後の調査で原因として、重水タンクに接続しているフランジ部から100cc程度の漏水が確認され、配管のフランジ接続の施工手順及びアルミフランジの補修方法・防蝕対策を見直し、１０月１９日までに漏水箇所の補修と復旧作業を完了し、１０月２４日からＫＵＲの利用運転を再開したとの報告があり、あわせて今回の漏水場所は放射線管理区域内であり、放射性物質の濃度も法令に定められる濃度限限度を十分に下回っていること、人への被ばく及び周辺環境への影響はなかったとの報告もありました。

③京都大学研究用原子炉（ＫＵＲ）の自動停止について

・ＫＵＲは、今年の１月２３日に出力1,000kwで運転中に「交流電源の異常」信号で自動停止し、調査の結果、原因は交流電源の異常ではなくスクラム信号を発する回路内のリレーを交換し、スクラム作動確認を行ったところ正常に復旧したことから、原子力規制庁との面談で確認を受けた後、１月３０日からＫＵＲの利用運転を再開したとの報告がありました。また、再発防止策については施設定期検査の中で検査計画を見直し、特別点検の追加等で対応する予定であるとの説明がありました。

４．京都大学原子炉実験所原子力事業者防災業務計画の修正について

・原子力事業者防災業務計画は、法令上毎年１回、その内容を見直し、必要に応じ修正することが求められており、平成２９年度は国の原子力災害対策指針等が見直され、それに基づき関係法令等が改正されたことに伴って、緊急時活動レベル（ＥＡＬ）の設定や原子力事業者災害対策支援拠点の選定など、原子力事業者防災業務計画の大幅な修正が必要となり、原子力災害対策特別措置法の規定に従って熊取町長、大阪府知事等関係者と協議の上、３月中に内閣総理大臣及び原子力規制委員会に修正の届出を行うゆていであるとの報告がありました。

５．平成２９年度の原子力規制委員会による原子炉施設の保安検査状況について

・平成２９年度の原子力規制委員会による原子炉施設保安規定の遵守状況に関する保安検査が、第２四半期分（９月４日～７日）、第３四半期分（１１月２７日～２８日、１２月１１日）及び第４四半期分（３月５日～７日）として実施され、第２四半期分の保安検査において、前述のＫＵＣＡスタックダストモニタのろ紙送りの不調について、放射線管理機器の正常に維持するための点検にかかる、原子炉施設保安規定第１２３条等の履行が不十分であったことから、保安規定違反（監視）と判定された旨の説明がありました。

６．平成２９年度第２回緊急訓練等について

・平成３０年２月２６日に平成２９年度第２回緊急時訓練を地元防災期間である泉州南消防組合の参画を得て、ＫＵＲにおける原災法１０条、１５条事象の発生を想定した総合訓練が実施され、訓練では、原子力事業者防災業務計画が大幅に変更となったことを踏まえ、新たに設定した緊急時活動レベル（ＥＡＬ）の各レベルに応じた通報連絡及び緊急時対応の確認が主とされ、原子力規制庁に設置された緊急時対応センター（ＥＲＣ）との情報共有については、専門の担当者を配置し、適切に通報連絡が実施できることを確認できたとの説明がありました。また、震度６強の地震発生に伴うＫＵＲでの各種ＥＡＬの発生に対応した緊急時活動に加え、共同利用者等の避難誘導、負傷者の救護、一部施設の火災を想定した消火訓練を行ったとの説明がありました。

　

７．組織名称の変更について

・「原子炉実験所」は昭和３８年４月に「原子力による実験及びこれに関連する研究」を目的に全国共同利用の京都大学附置研究所として設置され、以降、理学・工学・農学・医学などの様々な分野の研究コミュニティに対して、中性子をはじめとした放射線、核燃料物質を含む各種の放射性物質を利用した研究を推進する実験の場を開発・提供し、所内の研究者が各分野の研究をリードする研究フィールドを発展・成熟させ、ホウ素中性子補足療法（ＢＮＣＴ）や加速器駆動システム（ＡＤＳ）などといった複数の「研究領域」が融合した「複合原子力科学」を推進してきたこと、エネルギーの安定供給、医療技術、食料問題などの社会問題が多様化する中で、それらの諸課題を解決する上で、大学の研究教育の場である本実験所が担う社会的意義は極めて大きく、また、国内の研究用原子炉の動向等を踏まえると、その役割は益々重要になる旨の説明があり、このような状況の中で、原子炉実験所は異分野が融合した「複合原子力科学分野」を加速・推進するために、弾力的な研究分野の創成を促す研究ユニット制を導入するとともに、「複合原子力科学分野」を主導・提供する使命を担っていることを内外に明示し、その価値を一層高めていくため、平成３０年４月に研究所の名称を「複合原子力科学研究所」に改名する旨の説明がありました。

【質疑】

（鶴田委員）

　ダストモニタは自然放射線・放射能の影響を受けやすいもので、フィルターを通った後でもスタックでは変動は少しあると思う。そのあたりを見ていれば、機器が正常に動いているかはすぐにわかるのではないか。長期間止まっていたことを判定しやすいのではと思うのだが、如何か。

（中島安全管理本部長）

　確かに変動はありますが、元々のバックグラウンドがかなり低いところで、チャートを見ていましたが、なかなか判別が難しかったと聞いています。詳細は放射線管理部長から説明します。

（高橋放射線管理部長）

　ご指摘のとおり、スタックダストモニタについては変動がありますが、スタックの中は非常にきれいな空気が流れており、非常に低いレベルでバックグラウンドレベルを指しています。そのため、今回、ろ紙送りがされていなかったことを受け、値を確認しましたが、動いているときと差がみられませんでした。

（鶴田委員）

　先ほど組織名称の変更の説明で今後の研究展開の話があったが、教育の方はどう考えているのか。

（川端所長）

　教育の方については、京都大学の協力講座という形で工学や理学など大学院の学生を受け入れ、指導を行っています。また、ＫＵＣＡという原子炉そのものを学生に触ってもらう実習を行っています。対象となる学生は国内のみならず、韓国の大学連合などから学生の受け入れ、毎年実習を行っています。最近ではＩＡＥＡからも他の国からも希望があるので、是非受け入れてほしい旨、要望が来ており、そちらの方向にも対応していきたいということで、我々の研究所にあるこのような原子炉は世界的にも非常に珍しいものなので、国際公共財とでもいうべき人類全体の役に立つような方向で使うという姿勢でやっていきたいと考えています。

（阪口委員）

３年間停止していたということもあるかもしれないが、印象としてトラブルが増えているように思う。そのあたり、過去と比べて現実に増えているのか、そうであればその原因はどういったものなのか。

（中島安全管理部長）

　私の認識としても、この再開後の３件のトラブルが起こったことは多いと考えています。トラブルの事象としてはそれぞれ異なっており、最初のスタックダストモニタのトラブルは、人の手順によるものであり、そこについてはしっかりとした教育訓練が十分でなかった、あるいは、人の交換に伴う技術の伝承が十分にできていなかったという反省点がございます。重水漏えいと自動停止のトラブルについては、施設の老朽化の悪い面が出てきたものと考えており、これにつきましては、現在、全体の保全計画のあり方を見直しているところで、今までは重要な機器が故障した場合に安全上支障が生じる、直接影響があるようなところを中心に保全してきましたが、今後は、今回のように故障すると運転計画を変更しなければならなくなるような機器についても、できる限りそのようなトラブルが生じないように事前に交換できるものは交換し、期間が来ればそこで点検するとかいったような計画の見直し作業を進めており、できれば、次の運転再開までにはある程度すっきりした形で出直して行きたいと考えております。

（阪口委員）

　高濃縮ウランの撤去について、どれぐらいの量があり、搬出にどれだけの期間がかかるのか。

（川端所長）

　まず量については、核防護上の機密事項になっており、テロ等に情報を与えることになる可能性があるため、この場でのご説明はご容赦いただきたいと存じます。搬出の期間については、現在、日米政府間でどのように返送するのかを議論している最中です。我々としては、大きな方針が決まるのを待っており、具体的な搬出方法等を決められない状況です。

案件（４）原子燃料工業株式会社熊取事業所の現状報告について
・原子燃料工業株式会社熊取事業所各担当者から配付資料に基づき、次のとおり説明が行われ、質疑応答を経て了承されました。

【説明内容】

１．定期検査等の状況について（平成29年8月～平成30年2月）

原子力規制庁による平成２９年度保安規定遵守状況検査（四半期毎／年４回）についての報告があり、平成２９年８月１０日に加工棟内において、ウラン粉末が漏えいしたことについて、件名「ウラン粉末の漏えいに係る不適切な保守管理の実施状況について」として保安規定違反の判定を受けたこと、ウラン粉末漏えいに伴い生産を停止したことから、ウラン粉末輸送容器の仮置きが長期間となったことについて、「核燃料物質の受入れについて（指導）」として、不測事態も考慮した上で核燃料物質受入れに係る貯蔵場所の確保をするよう指導を受けたことについての報告がありました。また、ＩＡＥＡ、原子力規制庁による核燃料物質の実在庫検認のための棚卸し査察、原子力規制庁による核物質防護規定遵守状況検査の結果について、ともに指摘事項、違反事項なしとの報告がありました。

２．環境放射線モニタリング結果について

平成２８年度下期～平成２９年度上期における当事業所加工施設からの放出放射線、敷地境界及び事業所外における実効線量及び熊取町内の環境試料中の放射線について配付資料に基づき、問題となる数値はなかった旨の説明がありました。

３．トラブル事象について

前述の平成２９年８月１０日に加工棟内ペレット加工工程の粉末混合機上に、酸化ウランを含む粉末（約２０g）が漏えいする事象が発生し、直ちに汚染拡大防止措置を実施したこと、この漏えいによる空気汚染や周辺環境への放射性物質の放出はなかった旨の説明がありました。本事象の是正措置として、原因・対策を原子力規制庁に報告、設備の設計管理および保守管理に関する要領の見直しやそれに係る保安規定変更申請、当該設備の対策工事等を行い、平成３０年２月２３日に原子力規制庁から使用前検査の合格証の発給を受けた旨の報告がありました。

４．生産再開について

前述のウラン粉末漏えい事象により生産停止していましたが、平成３０年２月２３日に原子力規制庁から対策工事後の使用前検査に合格したことから、作業員に対し変更部分の教育と設備の機能確認を十分に実施し生産再開を行った旨の報告がありました。

５．加工事業の新規制基準対応への取り組み状況について

平成２６年４月１８日に加工事業変更許可申請及び保安規定変更認可申請を行った原子力規制庁からの審査状況として、前回の本協議会での報告以降、原子力規制庁との審査ヒアリングを重ね、補正申請の実施（平成３０年１月２４日、２月２２日の２回）、２月２８日付けで原子力規制委員会で変更許可にかかる審査が行われたことについての報告があり、許可取得後は、安全対策の詳細設計の審査及び工事を進めていく予定である旨の説明がありました。

新規制基準への対応内容は(1)耐震設計の強化(2)地震以外の自然現象の考慮の追加（竜巻、火山）及び人為事象の考慮の追加（外部火災）(3)設計基準事故評価(4)重大事故に至るおそれがある事故への対策の４項目で、対応として一部の建物に対して耐震補強工事及び建て替え、一部の設備・機器に対して耐震補強工事を実施する予定であること、また、追加された自然現象の評価を実施するとともに、重大事故対策のため防災上必要な資機材の準備や手順書の整備、教育の徹底実施の準備を進めている旨説明がありました。

６．原子力事業者防災業務計画に関する状況について（平成29年8月～平成30年2月）

　原子力規制庁の指示により、緊急時活動レベル（ＥＡＬ）の見直しを行ったことから、防災業務計画を見直し、熊取町、大阪府との協議を経て、平成３０年１月２６日付で原子力規制庁に届出、受理されたこと、原子力事業者防災業務計画及び保安規定等に基づく防災訓練として平成２９年１０月３１日に消防訓練、平成３０年１月３０日に総合防災訓練を実施した旨の報告がありました。

７．広報活動の状況について

　地元住民の皆様の事業に対する理解を得るための広報活動として施設見学を行っていること、平成３０年３月１５日に一般見学者の受入れを行ったこと、平成３０年４月７日に事業所一般公開を実施を予定しているとの説明がありました。

【質疑】

（坂上顧問）

　ウラン粉末漏えい事象について詳細な内容とその対策のついての報告があったが、燃料製造工程で、たとえわずかとは言えウラン粉末が漏えいしたことは非常に重大な事であり、今後とも十分な対策を継続して下さい。それとウラン粉末輸送容器の仮置きが長期間となったことについて報告で、核燃料物質の受入れについて不測事態も考慮したうえで核燃料物質受入にかかる貯蔵場所の確保をするよう指導を受けたとあるが、核燃料の製造が停止しているにも関わらず燃料物質がどんどん入ってくるので、正規の保管場所では対応できず、仮置き場で大量の貯蔵したことに対する指導であると思うが、対策を行った内容について報告いただきたい。

（伊藤所長）

　今回８月１０日の事象発生でウランの取扱いが停止しましたが、この時点で既に海外から核燃料物質が既に出港しており９月に入って入港しました。事業所には許認可を受けた仮置き場があり、通常は一旦そこで保管し、それほど長い期間をおかずに貯蔵庫に移動させるのですが、今回は生産が停止していたため貯蔵庫空くことがないので、いくらかは入れたものの大多数が仮置き場に数ヶ月間留め置いた状況が発生しました。事案発生以降の海外からの出港は止めておりました。海外からの輸送には1月から２月の期間を要しますが、原子力規制庁からの指導を受け、今後は海外からの出港時点で貯蔵庫が空いているということを確認したうえで輸送するといった取り決めに変更しました。これにより仮に生産が止まっても既に出港時点でウランが入るだけの貯蔵庫の受入れスペースは空いているので対応できるといった取り決めの変更であり、この運用で２月の輸送も行うことになっております。

（坂上顧問）

　いまの説明でだいたい解りましたが、仮置き場とはどういった状態の保管なのか。

（伊藤所長）

　仮置き場とは常時人が立ち入るような場所ではなく、ウランを管理している施錠のできる場所で、放射線量も常時量る状態であり、被ばくや放射線が周囲に出ていないかも常に確認している管理された場所となっています。

案件（５）その他

・特に発言はありませんでした。

　　　　　　　　　　
８．審議会の情報　　　名称　　　　　熊取町原子力問題対策協議会

　　根拠法令等　　原子力問題対策協議会条例

　　　　　　　　　　　設置期間　　　昭和４７年１０月２８日から

　　　　　　　　　　　所掌事務　　　本町に設置された原子力施設の平和利用と安全性

の確保を図るため、必要な調査及び審議を行い、関係機関に意見を具申する。

委員数　　　　２４名

９．担当課　　　　　　環境課


